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〈論文〉

メディア報道にみる無縁墓の戦後史
―何が問題とされたのか―

問 芝  志 保

1.　はじめに―「無縁墓が増えている」をめぐって
今日、マスメディアで「無縁墓1）が増えている」という文言を見聞きする

ことは少なくない。しかし、それでは実際に無縁墓は一体いつと比べてどの
くらい増加しているのかというと、報道では具体的な数には言及されず話者
の実感や印象としてのみ「増えている」と語られることも多く、いまひとつ
判然としない。

そもそも日本はこれまでの歴史のなかで、近世以前は言うに及ばず近代
以降も、大量の無縁墓を生み出してきた。かつて柳田國男は『明治大正史
世相篇』で、墓は従来「一種の忘却方法であったものが、後には永久の記
念地と化し、人は競うて大小の石を立てて、おのおの祖先の埋葬所という
土地を占有しなければならぬようになった」結果、「縁の絶えた家々が、空
しく無縁仏の恨みを横たえているものが多くなった」と述べている（柳田
1993（1931）, 281）。この刊行と同年の新聞も、東京市の谷中墓地で「最近
不景気のため墓地の手入れはおろか、墓参する人が非常に少なくなり墓地
に無縁墓が多く」なったと報じている（読売新聞 1931 年 3 月 30 日［以下、
1931.3.30 のように表記］）。また、東京市が市営の共葬墓地である青山墓地
を調べたところ、1934 年（昭和 9）までの使用許可数 2 万 1933 カ所のう
ち 6312 カ所、実に約 28％が無縁化していたという数字も出ている（井下 
1973（1936）, 443）。

こうした近代の無縁墓をめぐる研究も蓄積されつつある。その知見をおお
よそまとめれば、近世以前の庶民の墓はむしろ無縁化が当然であったが、明
治中期以降の法制化にともない墓は「永遠保存スベキモノ」として子孫によ
る継承制が確立される一方で、当初は無縁墓の対処方法を定めた法律が無
く、家が絶えるなどさまざまな事情で不可避に発生した無縁墓が累積的に増
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えていった。ようやく 1932 年（昭和 7）、近代法制として初めて無縁墳墓
の改葬手続きが定められた、という経緯があった（土居 2006; 森 2014; 角
南 2020; 問芝 2020）。要するに戦前の時点で無縁墓は多数存在し、だから
こそ法整備も進められていたのである。

それにもかかわらず、なぜ今日も「無縁墓が増えている」状況が指摘され
ているのだろうか。その状況はどのような内実を持ったものであり、そのこ
との一体何がどういった意味において解決・対処されるべき「問題」として
見出されているのか。今日の日本社会で墓と墓地が抱えるさまざまな困難を
前にして、この点は改めて検討が必要であろう。本稿は、戦後の新聞・雑誌
記事を主たる資料として無縁墓の戦後史を描き出すとともに、無縁墓をめぐ
る表象や言説の時代的変化、およびそれを来たした要因に注目して、上記の
問いを考察することを目的とする。

2.　無縁墓は増えているのか？―統計から導かれる仮説
無縁墓問題を的確にとらえるためには、可能ならば数的な実態をクリア

にしたいところである。しかし実際のところ、全国に約 87 万カ所ある墓地
の全てで調査を行うことは不可能で、無縁墓が日本全国にいくつあるかや年
間にいくつ発生しているかを示す統計資料は存在していない。そこで関連す
る近年の政府統計および量的調査として、まず厚生労働省の「衛生行政報
告例」に開示された全国の改葬数の年次データを見たい（図 1）。改葬とは、

図 1　全国の改葬数（1997 ～ 2019）　厚生労働省「衛生行政報告例」をもとに筆者作成
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すでに墓地や納骨堂に埋蔵・収蔵されている遺骨（土葬の遺体も含む）を他
の墳墓や納骨堂に移すことをいう。改葬の際には「墓地、埋葬等に関する法
律施行規則」（以下、墓埋法施行規則）にもとづく法的手続きが必要である
ため、政府統計が存在するわけである。

図 1 をみると、改葬数は明らかに増加傾向にあり、特に 2014 年以降の増
加ペースの上昇が著しいことがわかる。

改葬は、大きく①自己都合による改葬（a 墓から墓への引越し、b 一時預
け所から墓への納骨、c 墓じまい）、②管理者都合による改葬（墓地移転や区
画整理など）、③無縁墳墓の改葬　に分類できる。① -c の墓じまいとは、「墓
の後継ぎがいない」「墓参りが困難」「墓や寺院とのつながりをやめたい」な
どの理由により所有者が自主的に墓を撤去し、墓地使用権を管理者に返還す
ることである。取り出された遺骨は各種の合葬墓（合祀墓・共同墓とも）や
永代供養墓へ移されたり、散骨されたりする。③は墓埋法施行規則にもとづ
く所定の手続きを経て無縁墳墓となった墓を墓地管理者が改葬することを指
し、この数も『衛生行政報告例』で開示されている（図 2）。つまり、墓が無
縁になる前に所有者が自己負担でする改葬（＝① -c 墓じまい）は「改葬」の
みに、墓が無縁になった後に管理者が負担する改葬（＝③無縁墓の改葬）は

図 2　全国の無縁墳墓の改葬数（1997 ～ 2019）　厚生労働省「衛生行政報告例」
をもとに筆者作成
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「改葬」と「無縁墳墓の改葬」の両方にカウントされていることになる。
図 2 をみると、無縁墳墓の改葬は 22 年間で年によって大きく振れ幅があ

るものの、全体として必ずしも増加傾向とは言えない2）。とすれば、図 1 の
改葬が増えているのは、先述の①か②、あるいはその両方が増えているため
という可能性が高いこととなる。ただし図 1 をみると、改葬数は墓じまい
という語が人口に膾炙した 2014 年（詳しくは後述）から顕著に増加してい
るため、この増加分は① -c の墓じまいによるものではないかとの仮説が成
り立つ。

ただし、ここでの無縁墳墓の改葬数が増えていないからといって、必ずし
も無縁墓が増えていないわけではないことに注意したい。無縁墳墓の改葬数
は、先述のように、一連の法的手続きを経て初めて統計上に現れるものであ
り、それはおそらく実際に発生した無縁墓のごく一部にすぎない。墓地管理
者にとって無縁墳墓の改葬手続きはかなりの手間とコストがかかるため、墓
が無縁となったとしても、次の利用者が見込める場合か、倒壊等で危険な場
合、墓地全体の移転・区画整理の場合など、特段の事情がなければ改葬はさ
れないのである。そのように放置されている無縁墓は、厚労省のどの統計に
も反映されない。

このように無縁のまま放置されている墓が日本全国に一体どれだけあるの
かは全く不明である。ただ、「曹洞宗宗勢総合調査（2015 年）」は大いに参
考となるだろう。全国の曹洞宗寺院の住職に対して自坊の寺院墓地の墓の総
数に対する無縁墓の割合を尋ねた問いで、結果は次の図3のようになった3）。

図3　曹洞宗の各寺院墓地における、墓の総数に占める無縁墓の割合（％）。基数9,330ヶ
寺。問芝志保「寺院と墓地の現在」相澤秀生ほか編 2018『岐路に立つ仏教寺院：曹洞
宗宗勢総合調査 2015 を中心に』法蔵館、p.157 より転載
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寺院墓地に占める無縁墓の割合の平均は 8.8％（標準偏差 16.8％）であっ
た。10％未満の回答がほとんどだが、それ以上あるという回答も決して無
視はできない。何十、何百の墓が一斉に無縁化するとは考えにくいため、こ
れらの寺院では何らかの事情で無縁墓が長年そのままにされているのであろ
う。寺院墓地は村落共有墓地に比べれば所有者を明確に把握しやすいように
思われるが、それでもこのような現状があるのである。

以上 3 つのデータは無縁墓の実際の数・増加数・増加率やその変動を直
接示すものではないため仮説的とはなるが、その分析をとおして、2014 年
頃から無縁になる前に改葬する墓じまいが増加している一方、無縁となった
まま長年放置された墓が累積的に増えている状況を見出すことができよう。

3.　1950～80 年代前半における都内の墓地事情と無縁墓
前述の仮説を念頭に、以下では無縁墓に言及した新聞・雑誌記事を主な資

料として、戦後の日本における墓の全体的な動向と対応させながら、無縁墓
の実態とそれに向けられたまなざしを析出していく。記事の収集は読売新
聞・朝日新聞の各記事検索データベース、および（公財）国際宗教研究所・
宗教情報リサーチセンター「宗教情報データベース」により行った。

無縁墓に関する記事は 1950 年代からすでにある。1950 年代から無縁墓
の存在は東京において問題化しており、さらに 1960 年代には都内の墓地不
足が報じられている。以下に主なものを挙げていく（各記事は媒体名・日
付・「見出し」・要旨の順で記す）。

・読売新聞 1954.2.1「浮ばれぬ無縁仏　谷中だけでも二千」　前年から都
営霊園の管理料を徴収することとなったため告知状を送付したところ、
谷中墓地で 2000 基、染井墓地で 2300 基の墓の所有者が所在不明で返
送されてきた。

・朝日新聞 1957.7.7「無縁墓地都内に六千　お盆を前に寂し」　都営霊園
のうち約 3 割にあたる 6000 基が管理料 3 年以上未納の無縁墓となり「親
類、縁者の墓参りもないという寂しさである」。戦争で所有者が死亡か
転居したものと推察される。

・朝日 1964.3.20「霊園も〝狭き門〟　無縁ボトケ整理　落選回数の順で〝入
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園〟」　都営霊園の競争率が上がり、あと 7、8 年で満杯と見込まれるため、
都営の多磨・八柱・小平霊園で無縁墓の整理を行ったところ、10 年以
上親類縁者不明の無縁仏が計 2000 体あった。

・朝日新聞 1966.3.21「納骨堂にも浮世の風　無縁仏、次々にふえる」　
都営雑司ヶ谷霊園の納骨堂である崇祖堂で無縁仏が「ふえている」。遺
骨 2880 体のうち半数が預け期間の上限である 5 年を過ぎても遺骨を引
き取りに来ていない。職員は「これでは仏さんも浮ばれない」、「先祖を
敬うという気持が薄らいできたようですね」と語る。「大半の無縁仏は、
今年もまた、さびしく彼岸を送ることになりそうだ」。

・朝日新聞 1966.4.21「苦しい時のホトケ頼み　〝無縁墓地〟売出す」　八
王子市は財政難のため市営墓地内の無縁墓を整理し跡地を売りに出す。
3468 区画中、約 400 が管理料未納となっており、空襲で一家断絶か行
方不明になった人々と推察される。

続いて 1970 年代～ 80 年代前半には次のような記事がある。
・読売新聞 1975.7.13「三千七百体花手向ける人もなく　〝無縁仏〟増え

る一方」　遺骨の一時保管制度がある雑司ヶ谷・多磨・八柱霊園で現在
3500 体が、期限の 5 年を過ぎても引き取りがない。都立霊園の募集は
4000 基の募集に約 12000 人が応募する状況で、民営霊園は価格が高い
ため、期限が過ぎても墓地を持てずに遺骨を預けっぱなしにする者が続
出している。さらに都営霊園 4 か所で 1669 基が、10 年以上墓地の管
理料不払いとなっている。

・朝日新聞 1979.9.20「代替わり無縁墓一割にも　漱石も荷風も眠る雑司ヶ
谷霊園　でも〝新規入居〟お断り」　雑司ヶ谷霊園で「このごろ持ち主
のわからない無縁墓が増えている」。約 9800 基のうち使用者名簿の住
所に連絡しても該当者がいないものが 399 基、さらに管理料未払いが
1212 件にのぼり、3 年前に比べて 200 件以上増えた。持主の 3 分の 1
が地方在住者であることが理由。

・読売新聞 1980.8.5「忘れられるご先祖　〝無縁墓〟ふえる都立霊園　6
年で 7 倍 1500 カ所　縁者見つかっても『面倒見る気ない』」　無縁墓の
増加は「家族のきずなが薄くなった世相を反映した現象」である。

・読売新聞 1983.7.24「無縁墓は悲しからずや　離婚、核家族化と比例し
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急増」　「無縁墓が増えている」。縁者がいても複雑な家庭環境であった
り、「使用料の支払いが面倒」「もう他人」と継承を拒否したりする人々
がいる。

この 1970 年代以降には、都内の墓地不足が懸念されるとともに、無縁墓
の増加が大きな問題となっていることがわかる。

以上の戦後～ 1980 年代前半の記事をみると、管理料を徴収を始めたり新
しい利用者に供したりするために調査を行ったところ、無縁となっている墓
が非常に多いことが判明した、という一連の流れがたびたび繰り返されてい
る。無縁墓の増加の直接的要因としては、戦後の混乱で所有者不明となった
ものが多いとの指摘のほか、祖先崇拝の念や家族の絆の弱まりを冷たい世相
として嘆く論調もみられる。そして無縁仏は浮かばれない、寂しいなどと形
容される傾向がある。

ただし無縁墓が増えている最大の理由は、当時の墓埋法施行規則に定めら
れた無縁墳墓の改葬手続のハードルの高さにあったと考えられる。それは①
10 年以上使用者と連絡が取れない（居所不明、管理料未払いなど）、②使用
者の本籍地・住所地の市町村に縁故者の有無を照会し、無い旨の回答を得
る、③使用者もしくは死者の縁故者の申し出を催告する公告を全国紙 2 紙
に各 3 回（計 6 回）掲載し 2 カ月以内に申し出がないことを確認する、と
いう 3 つの条件を満たして初めて改葬が許されるというものであった。墓
地管理者にとってあまりにも手間と費用がかかるため、よほどの事情がなけ
れば無縁墓は改葬ができなかったのである。

4.　1980 年代後半以降の墓地不足と新しい潮流
（1）墓地不足問題

1970 年代から懸念されていた墓地不足は、案の定 1980 年代後半に深刻
な社会問題となり、無縁墓整理によって多少なりとも墓地不足を解消するこ
とが試みられた。次のような各記事に記載のとおりである。

・朝日新聞 1985.10.13「ご先祖様は渋い顔？　核家族化進み『家』崩壊　
ふえる『無縁墓』　寺などの要望受けた国　改葬促進へ動く」　東京都で
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は墓地不足問題に対し、無縁墓を整理して新しい需要に応えるため、昭
和 55 年度から無縁墓の計画的な処理に着手し、6 年間で 900 件の改葬
を行った。都営霊園全体の利用者の 4％程度が年間管理料不払いの状態
という。無縁墓増加の背景として伝統的な家の崩壊、祖先崇拝の衰退、
社会の流動化が挙げられる。ただ、この記事の見出しには「ふえる」と
あるものの、無縁墓の明確な定義は無いため「どれだけあり、どう増え
ているかはよくわからない」。

・週刊読売 1987.8.2「お墓ってなんだ！　東京の公営墓地は在庫ゼロ　
これからはロッカー式」

・読売新聞 1987.11.25「連載　お墓やぁーい！７　宝クジ並み　都営霊園」　
6 月に行われた都営八王子霊園 750 区画の募集に約 1 万 4000 人が応募
し、20 倍に迫る高倍率となった。これが最後の新規募集で、以降は無
縁墓となった空き区画への募集が出るのを待つか、遠方で高額の民営霊
園を選ぶしかなくなる。

・毎日新聞 1988.9.3「都霊園〝空き家〟競争率 19 倍　過去最高　墓地不
足も深刻」　都営霊園の空き区画 750 区画の募集に 1 万 4208 人が応募、
3 霊園の競争率は平均 18.94 倍と過去最高に達した。

以上のように墓地不足問題が繰り返し報道されることで、墓地を確保する
難しさを知った人々が都営霊園への応募や民間霊園の生前契約に動き、ます
ます問題が拡大したと考えられる。

都内の墓地不足の深刻化を受けて、1986 年には都知事の諮問機関として
東京都霊園問題調査会4）が、さらに 1988 年には東京都建設局長の諮問機関
として東京都新霊園等構想委員会が発足し、今後 20 年間で見込まれる約 36
万基の墓地需要に応える新霊園の構想が検討された（産経新聞 1988.8.31）。
また同じ 1988 年 10 月には、当時の厚生省が墓地問題等検討会を開設して
いる。海洋散骨の是非や無縁墓地の再生利用といった新時代の墓地観や埋葬
法の検討、墓地・埋葬行政の全面見直しの検討が目的であった。

（2）合葬墓・永代供養墓の登場
1980 年代後半には、単身者や子供のいない夫婦が墓の契約を拒否され、

行き場を失うという問題が表面化した。無縁墓の撤去は管理者の手間とコス
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トになるため、契約の時点で墓の継承が見込めない人は公営・民営（寺院含
む）墓地のいずれにも契約を断られてしまうのである。

そうした人々の受け皿となるべく、1985 年 7 月、比叡山延暦寺大霊園
が宗派不問で「延暦寺があなたの子孫となって永遠にご供養いたします」
と謳い永代供養墓地を開設した。11 月の時点で個人用・夫婦用合わせて
すでに 1000 基以上の申し込みがあり、その多くは男の子供のいない夫婦
や、単身・離婚女性、婚家の墓に入りたくない女性であった（読売新聞
1987.11.20）。1989 年の 8 月には新潟市の日蓮宗角田山妙光寺に宗派不問・
会員制・永代供養という当時としては先駆的な形態の合葬墓「安穏廟」が、
12 月には東京都豊島区巣鴨のすがも平和霊苑に宗教不問・会員制の合葬墓

「もやいの碑」がそれぞれ誕生した。
さらに 1990 年には、朝日新聞「論壇」に安田睦彦（元朝日新聞編集委

員）が論考「『遺灰を海や山に』は違法か」（朝日新聞 1990.9.24）を掲載し
たうえで、同年に自然葬を啓蒙・実践する市民団体「葬送の自由をすすめる
会」を設立した。同会が翌年、自然葬と称して海上散骨を実施したことはメ
ディアでも多数取り上げられた。また同じ 1990 年には市民団体「21 世紀
の結縁と墓を考える会」が発足、のちに同会はエンディングセンターと改称
し 2005 年に樹木葬墓地を開設した。

この頃から急速に、以上のような子孫による継承を要しない新しい葬送・
墓制を紹介する記事が現れ、特に 1998 年以降になると、民営霊園の合葬
墓・永代供養墓の記事がいっそう増える。紙幅の都合上全ては紹介できない
が、次のように無縁仏や無縁墓ならないことがアピールポイントとなってい
ることがわかる。

・朝日新聞 1987.3.21「最近墓地模様　『和』『愛』と彫ったり家名並べた
り　土地は？墓守は？　若い層には不要論も」

・産経新聞 1989.3.2「〝シングル族〟でも心配無用　無縁仏にはしません　
台東『金智山妙音寺宝蔵院』子孫になりかわって永遠に供養」

・AERA 1990.3.13「お墓を拒否される人々　単身者、子供のない夫婦も
入りたい」　

・朝日新聞 1990.9.17-9.19（連載全 3 回）「墓―もうひとつの住宅事情」
・朝日新聞 1993.6.16「合祀墓急増、孤独な人たちの『駆け込み寺』に」　
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子供がいない夫婦や離婚経験者、単身者向けの合葬墓が急増し、現在全
国に 20 カ所以上ある。

・朝日新聞 1993.1.14「お墓でも団地住まい！？　壁面式と合葬式、日野
公園墓地に」　横浜市営の日野公園墓地で、墓地不足解消のため市営墓
地としては全国初の壁面式墓地と合葬式墓地を建設した。

・朝日新聞 1996.6.20「市が管理・無縁墓地にならず…　合葬式墓地人気
呼ぶ　横浜」　日野公園墓地の合葬式墓地が人気で、毎年定員の５倍以
上の応募があり、昨年は約 10 倍となった。

・読売新聞 1998. 3.18「永代供養墓　跡継ぎ・親類は無関係　安価も魅力、
各地で増加」　合葬墓が「跡継ぎのいない人や『子供たちにお墓のこと
で面倒をかけたくない』と考える人たちから注目されている。寺院や霊
園にとっては……無縁墓が増えるのを防げるという大きな利点がある」。

・読売新聞 1998.10.28-10.31（連載全 4 回）「当世お墓事情」
・朝日新聞 1999.10.10「お墓を探す　形多様に、〝自分風〟を選ぶ」　
・朝日新聞 2000.6.7「丸わかり永代供養墓　料金や管理法紹介のガイド

ブックを出版」　このほど出版された『永代供養墓の本　増補改訂版』
が取り上げた墓の数は1年前に出した初版から1.6倍の229件に増えた。

また、1999 年の 11 月 1 日には岩手県一関市知勝院に日本初の樹木葬墓
地が開設されている。このように 1990 年代は、墓地不足問題および単身
者・子供のいない夫婦の墓購入問題を背景に、いわば〝無縁を生み出さない
墓制〟が次々と登場し、かつ一部では墓の意識改革運動が展開した時代で
あった。

（3）無縁墓は増えているのか
1980 年代以前にも断続的に「無縁墓が増えている」との記事が出ていた

が、1990 年代以降もそれは同様である。読売新聞だけをざっと挙げても次
のように多数ある（下線は引用者による）。

・1990.8.12「編集手帳　あの世への思いもさまざま、現代お墓事情」　大
都市では墓地不足が深刻な反面「地方では無縁墓が増え、経営不振に陥っ
ている霊園もある」。したがって「墓地や埋葬の形態はもっと多様であっ
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ていい」。
・1990.9.23「社説　彼岸に思う現代のお墓事情」　「人口減少地域では墓

参りする人も減り、無縁墓地が増えている」。したがって無縁改葬手続
の簡略化と改善が望まれる。

・1993.9.16「首都圏の墓地　永代使用困難で「期限つき」登場　継ぐ人
いれば期間延長も」　「大都市の寺院で近年、後継ぎのいない無縁墓が急
増している」ため、首都圏の墓地で有期限制を導入するところが現れて
いる。

・1998.8.15「『合祀式共同墓』が静かなブーム」　「人口の都市集中や核
家族化で、過疎の村では、訪れる人もないまま荒れ果てる無縁墓が増え
ている」。そのため会員制の合祀式共同墓が増えている。

・2007.12.25「山林に墓石大量投棄　淡路島で数千基、兵庫県調査へ」　「核
家族化や過疎化で、弔う縁者がいなくなった『無縁墓』が全国的に増え」、
淡路島の山林に数千基の墓石が不法投棄されている。

・2008.2.29「縁それぞれ３　家単位崩れ、個人墓次々　お参りなく無縁
化進む」　「先祖代々之墓で、お参りする人のいない『無縁墓』が増えて
いる」、「増え続ける無縁墓の取り扱いに、全国どこでも苦慮しているの
ではないか」。

・2008.8.13「薄れる地縁、増える改葬　先祖代々の墓、身近に引っ越し」　
「地方ではだれも訪れない無縁墓が増えて墓地が荒れ、深刻な問題になっ
ている」、墓が無縁化する前に改葬することは親や先祖を大切に思う気
持ちの表れである。

・2009.3.17「家から個、自分らしさへ　変わる供養文化」　「近年、子供
がいないなどの理由から無縁墓が増えてきた。荒れ放題の墓は、お寺で
も悩みの種」となっており、継承者のいらない樹木葬墓地が設立された。

断続的に無縁墓が増えていると報道されているが、下線部に注目すれば、
それは都市部なのか地方なのか、それとも全国的なことなのか、そして「近
年」とは一体いつからなのか、いずれの記事も根拠となるデータが示されて
おらず定かでない。先述したように 1930 年代にも 1950 年代にも「無縁墓
が増えている」との記事はある。もっとも、無縁墓が累々と増えていること
自体は間違いないようで、AERA では「厄介もの扱いの無縁墓」とまで書
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かれている（2010.12.6）。だからこそ利用者・管理者の双方が従来と異な
るタイプの墓を求めているというのが、これらの記事の趣旨である。

5.　2010 年代のキーワードとなった終活と無縁社会
（1）無縁社会論の登場と影響

2010 年代前半は終活と無縁社会という 2 つのキーワードが登場し、それ
にともなって無縁（墓／仏）という語がさかんに語られた時期であった。無
縁社会は 2010 年末に、終活は 2012 年末に、それぞれ「ユーキャン新語・
流行語大賞」のトップテンに選出されている。

無縁社会とは 2010 年 1 月から始まった NHK の報道キャンペーンで提示
された語で、血縁・地縁・社縁といった相互扶助的なつながりが希薄化した
現代の日本社会の世相を表す5）。NHK によれば単身者が社会から孤立状態
となり、死亡しても遺骨の引き取り手のない「無縁死」が年間 3 万 2 千人
に及ぶという。無縁死は「孤独死」（独居で死亡し発見が遅れること）でも
あることが多いが、無縁という言葉を使うことで、生前の社会的孤立として
の無縁と、弔う人がない無縁仏という意味合いが強まっている。

さらに同年 7 月には「消えた高齢者」問題がマスメディアを賑わせた。東
京都足立区で発見された男性の白骨化遺体が戸籍上 111 歳になることが判
明した事件に端を発し、全国の自治体が高齢者の安否確認を行ったところ、
100 歳以上で戸籍が残っていながら住所等の記載がなくすでに死亡している
と見込まれるものが約 23 万 4000 人分に及んだという問題である。同時に、
全国で毎年 1000 人以上の遺体が身元不明のままとの事実も話題となり、中
年～高齢の単身者の社会的孤立と死というテーマが一気に社会問題として浮
上した。たとえば次のような記事がある。

・読売新聞 2010.8.18「行き場なき遺骨　親族すらかかわり拒否」　職員
が「寂しく、むなしい気持ちになった」と語る。

・朝日新聞 2010.9.3「みとりなき社会　患者は『台東２３３郎』　宅配で
届く無縁仏 200 柱」

・朝日新聞 2010.12.20「セッちゃん、本当は誰？　無縁の最期」
・朝日新聞 2011.11.25「元野宿者、絶えた縁　アパート生活１年半後の
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孤独死」

無縁社会・無縁死という言葉の反響は大きく、シンポジウム等の開催も相
次ぎ、社会的紐帯の回復やセーフティネットの再構築が提言された。一方、
民放テレビや大衆雑誌、SNS ではむしろ、孤独死遺体が腐敗した現場の様
子がおどろおどろしく描写され、それによって賃貸物件・持ち家を問わず特
殊清掃が必要で周囲にさまざまな影響があることや、あるいは行旅死亡人の
遺骨に自治体が苦慮していることが話題となった。これらの情報は中高年の
みならず若者世代にも、「無縁」は恐ろしい、寂しい、そして社会に「迷惑」
をかけるとのイメージをもたらすものだったといえよう。

（2）過疎地域における無縁墓と合葬墓の増加
先述のように、以前から無縁墓の増加は指摘されていたものの、それはど

ちらかといえば印象論として語られていた。それが 2000 年代になると、地
方の過疎化や高齢化の顕著な地域における無縁墓の増加が社会問題として、
具体的な数とともに報じられるようになる。地方紙や全国紙の地方版などを
見ると、下記のような記事がある。

・読売新聞西部版 2003.8.10「宮崎市営墓地、4 割が無縁墓　 まちづくり
市民協働会議発足」　宮崎市の市営墓地 3 カ所中、約 4 割の墓が無縁墓
だった。

・朝日新聞新潟県版 2014.10.10「無縁墓増加、撤去の寺も　少子化で変
わる埋葬　新発田・長徳寺」　新発田市の寺院で全約 900 基の墓石を調
査したところ約 150 基が無縁だった。

・朝日新聞和歌山県版 2016.8.1「人口流出、さまよう墓　増す無縁墓・
県外改葬、惑う自治体」　2010 年の新宮市の調査では市営墓地 5 カ所
8800 区画中 450 区画が無縁墓だった。市は無縁墓に「頭を悩ませる」。

・読売新聞大阪版 2016.9.8「現代の墓事情　『維持限界』進む改葬」　愛
媛県高松市は 2008 年、市営墓地約 3 万 8000 基を調査し約 6600 基を
無縁墓と認定した。熊本県人吉市の 2013 年の調査では、民営墓地を含
む市内約 1 万 5000 基のうち、約 4 割の約 6500 基が無縁墓だった。

・西日本新聞 2018.11.28「『無縁墓』に悩む自治体　公営墓地で増加、5
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割超えも」　福岡県久留米市では市営墓地 22 カ所の計 1531 基のうち
849 基、実に 55％が無縁墓であった。また鹿児島市は 2017 年度まで
に約 3 億円をかけ、無縁墓 1745 区画を整地した。

・福井新聞 2021.7.7「雑草生え放題…墓地使用者の調査が難航　福井市、
親族死亡や転居で特定 1 割のみ」　福井市では市営墓地 3 カ所で、無縁
化した墓の雑草が生え放題だと使用者から苦情が寄せられたため、全
7205 区画について使用者の確認作業を進めたが、1 年間で使用者が特
定できたのは約 1 割の 763 区画にとどまった。墓地台帳システムを導
入した 2010 年の時点ですでに、使用の有無が分からないものが約 3 割

（約 2300 区画）あった。
・北海道新聞 2021.2.13「市営墓地 2 割『無縁』か　1 万基所有者、相続

人調査へ」　札幌市では、管理する市営墓地内に墓石が倒れたり破損し
たりして危険な状態のものもあるため、2018 年からの調査を進めたと
ころ、無縁化の疑いがある墓が、2020 年 12 月末時点で全 4 万 7134 基中、
9719 基と、約 2 割に及んだ。

上記で報じられている、墓地における無縁墓の割合は 2 ～ 9 割と幅があ
る。特に福井市のケースは管理システムの問題が大きいだろうが、いずれに
しても決して少なくない数の無縁墓が発見されている。先に無縁墳墓の改葬
のコストについて述べたが、1999 年 5 月には墓埋法施行規則が改正され、
縁故者の照会や全国紙公告という条件は撤廃、官報公告および現地立札での
1 年間の掲示に置き換わり、手続きはかなり簡素化された。とはいえ 1（2）
でも述べたように、それでも事務手続きは煩瑣なうえ、墓石の撤去には数十
万円以上を要する。したがって、人口減少および高齢化の影響で、過疎化地
域で無縁墓が続々発生したとしても、次の使用者に供することが見込めなけ
れば、改葬されずそのままにされるのである。

このような地方における無縁墓の現状は、全国版でも「無縁化、さまよう
墓　少子化、墓守が不在　過疎進み、各地で撤去」（朝日新聞 2014.7.30）、

「無縁の遺骨、悲しき弔い　増える孤独死、悩む自治体　置き場あふれ…粉
骨」（朝日新聞 2014.8.14）といった見出しの記事で大きく報じられている。

「さまよう」「悲しき」という語が目を引く。
そして上記の記事の一部にもあるように、地方の公営墓地では近年、合葬
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墓の開設が相次いでいる。先述したように、公営墓地で先駆となったのは
1993 年開設の横浜市営日野公園墓地の合葬式墓地であり、高松市が開設し
た 2004 年時点でも「全国でも同様の公営合葬式墓地は東京近郊に六か所あ
るだけ」（読売新聞大阪版 2004.5.3）とまだ希少な例だったが、2018 年現
在では約 750 件に上る（朝日新聞宮城版 2018.9.8）。

（3）終活と墓じまいの流行
以上のような無縁社会論の風潮と、地方部における無縁墓の顕在化のなか

で、終活ブームは訪れた。終活とは就活をもじった造語で、自らの終末期と
死後に備えた活動を意味する。具体的には、財産や所持品等の身辺整理をし
たり、介護や医療、葬儀、墓、相続などについて情報収集したり、それらの
生前契約等を行ったり、延命治療や葬儀・墓に関する希望を書き残したりす
ることなどがそれにあたる。

終活が「ユーキャン新語・流行語大賞」トップテンに選出された 2012 年
が、ちょうど団塊世代が 65 歳となり始める年だったことは、おそらく偶然
ではない。もっとも、終末期に向けた活動は昔々から広く行われてきたし、
終活という語自体の初出は2009年であり6）、また2010年1月には『葬式は、
要らない』（島田裕巳著）が 30 万部のベストセラーとなっている7）。ただ多
くの人々がリタイアを機に、老いや病に向きあい、どのように死を迎えたい
のかや、自らの葬送や死後を考える時間が長くなったことが、終活ブームの
背景にある。現代の医療技術・公衆衛生・健康意識の向上で、日本人の平均
寿命はますます延び、リタイア後に 20 年、30 年の余生があることも珍しく
ない。「婚活」や「妊活」と同様、終活という語には、「自然とそうなった状
態」や「やみくもに行うこと」ではなく、「自立した個人による積極的・前
向きな選択として、まずは情報収集やノウハウの学習から始め、目的達成の
ために取り組む活動」というニュアンスがある。そうしたポジティブかつア
クティブなイメージが、関連書籍やイベントの開催をはじめとする終活市場
の活況へとつながったといえよう。

終活を取り上げたメディア記事は枚挙に暇がない。季刊誌『終活読本 ソ
ナエ』が発刊され、終活関連書籍も次々と刊行されるなかで、「墓じまい」
という語が登場した。2014 年 8 月 23 日号『週刊東洋経済』の「片付けの
クライマックス 実家の墓じまい」、同年 10 月 3 日号『週刊朝日』の「『墓
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じまい』を上手に　カギは菩提寺、お金、親族」と続き、同年 10 月 8 日に
NHK『クローズアップ現代』「墓が捨てられる～無縁化の先に何が～」で株
式会社霊園・墓石のヤシロが提供する墓じまいが事業名として紹介されたあ
たりで人口に膾炙したと言えよう8）。墓じまいを扱う新聞・雑誌記事の例を
いくつか挙げたい。

・朝日新聞 2014.9.11-12「終わりの選択　どうする？お墓（上・下）」　「地
方から都会へ、お墓の引っ越し『改葬』をする人が増えています」（こ
の記事では「墓じまい」という語は使われていない）。墓を改葬し合葬
墓等へ移した人の「ずっと心にひっかかっていたことを解決できた。こ
れで墓がほったらかしになることはない」「娘に負担をかけることもな
い」「無縁墓になる心配がなくなったのもありがたい」「継承者がいない
ので周りに迷惑をかけたくない」といった声を紹介。

・朝日新聞 2015.11.30「いまからの『終活』６　お墓のあり方、広がる
選択肢」　質問者が遠方にある墓について「子どもになるべく負担をか
けたくないのですが、どうしたらいいでしょうか」と問い、それに対し
てお墓を「そのまま放っておくと、将来、無縁墓になる恐れがあり、そ
れを避けるために、いわゆる『改葬』や『墓じまい』をする人が増えて
います」と回答している。

・週刊朝日 2018.8.31「墓じまいの決め時と実践　絶対に後悔しない完全
マニュアル！」　墓じまいの「決断は早いほうがいい。失敗は許されな
い」。「墓じまいをする適齢期は 75 歳でしょう。子が高齢化して頼れな
くなることも想定すれば、75 ～ 80 歳のうちに墓をどうするか決めてお
くべきです」。

・AERA 2018.8.20「お墓はなくても大丈夫　墓を片付けて肩の荷おろす」　
「過疎化が進む地方では、長年放置された墓を更地にしても、新たな墓
地の契約者の見通しが立たない」ため、「無縁墓が荒れたまま放置され
る」。改葬を後ろ暗いものと捉えるのは誤りで、費用をかけてまで改葬
するのはそれだけ死者を想っているからであり、長期間放置される無縁
墓の増加のほうが深刻である。

・読売新聞 2019.8.11「社説　墓の多様化　慰霊の在り方を見つめたい」　
「先祖代々の墓を撤去して更地に戻す墓じまいが増えている。墓を守る
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後継ぎがいないことや、将来的に、子や孫に墓守をさせるのはしのびな
いといった親の気遣いがうかがえる」。「遺骨を合葬墓などに移して、祖
先の墓の無縁墓化を防ぎたいという人は多い。維持管理に負担がかから
ないことも、多様化の理由だろう」。

終活・墓じまいの記事は下線部のように「子供や家族の負担になりたくな
い」「迷惑をかけたくない」という人々の声を紹介する。また、単に終活・
墓じまいが増えているといった世相論にとどまらず、自身の生活を見直せ
る、心理的・金銭的負担が軽くなり子供に迷惑がかからなくなる、墓の無縁
化を避けられるのは先祖にとっても良いことであるなどの利点を挙げて、終
活・墓じまいを奨励する傾向がある。そして終活アドバイザーなどと名乗る
人物がその具体的な実践方法、マニュアル、フローを紹介するという共通し
た特徴が見られる。

6.　おわりに
本稿はまず、1950 年代からすでに東京都内を中心に、戦後の混乱による

使用者不明や転居のために無縁墓が多く発生していたことを確認した。無
縁墓は「寂しい」「浮かばれない」と表象され、冷たい世情の反映と見なさ
れていた。当時、無縁墓の改葬の法的手続きがきわめて困難だったため、無
縁墓は増えれば増える一方であり、管理料の徴収ができないことや墓地不足
の深刻化のなかで「問題」化されるようになる。1980 年代には単身者や子
供のいない夫婦が墓の契約を断られ、困難を抱えるようになった。そうした
状況は、無縁墓や今後「無縁」になる人がいかにも管理者や社会にとっての

「迷惑」であるかのようなイメージをもたらしたと考えられる。しかし冒頭
にも述べたように、歴史的にはこれまでも多くの無縁墓が生まれてきた。公
営にせよ民営にせよ、墓地管理者はあらかじめ一定数の無縁墓は当然発生す
るものだと想定してはいなかったのだろうか。

さて 1990 年代頃から、無縁化しない墓として永代供養墓や合葬墓が登
場・普及し始める。そうした新しい墓制は、家・先祖意識の弱体化の結果あ
るいは個の自立や自己決定の結果として、肯定的に理解される傾向にある。
一方、無縁社会論を経て、実際に地方で無縁墓が続々と発見されるという事



18

態になる。まもなくしてメディアは終活・墓じまいを子孫や社会に迷惑をか
けないための選択として繰り返し推奨するようになり、それと対置するよう
に無縁墓を「寂しい」「迷惑」と見るまなざしがいっそう強調される状況が
生じている。先にも述べたように、無縁化した墓はそのままにしておけば放
置されるか管理者によって改葬されるが、無縁化や子孫の負担になることを
回避するため事前の策として自ら始末すると墓じまいとなる。「迷惑をかけ
たくない」という人々の声や、終活・墓じまいを積極的に勧める内容がメ
ディアで繰り返し報じられることによって、それまでしていなかった人々も
終活・墓じまいに駆り立てられる構図が見えてくる。

もちろん、宗教学や民俗学の知見から、無縁化を避けたい心性を日本固有
の霊魂観や家観念の表れなどとして説明することも不可能ではない。それを
全く否定するわけではないが、しかし一方で本稿が見てきたように、戦後に
おいて無縁墓が社会や墓地管理者、親類縁者、子孫たちの「迷惑」になると
して何度も「問題」視されてきたのも事実である。終活・墓じまいブームの
なかで人々が「迷惑をかけたくない」「無縁になりたくない」と語るその裏
には、無縁墓・無縁仏・無縁死は恐ろしいものであり周囲の迷惑だとする社
会通念があり、それは無縁社会論をめぐるメディア報道によって増幅されて
きたと言えるのではないだろうか9）。しかし多様性や互助を尊ぶ社会におい
て我々は、無縁を自由の象徴として、あるいは「お互いさま」として見なす
まなざしも持ちうるはずである。
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注

1） 今日一般に無縁墓とは所有・祭祀する縁故者がいなくなった墓をさす。ただし「無
縁（仏）」には歴史・民俗的に多様な意味があり、単に祭祀する縁故者がいない霊
魂・ホトケというだけでなく、この世に恨みを残して死んだ者や、行倒れなどの身
元不明死者、戦死者・罹災死者・水死者・変死者などの非業の死者、夭折者・未婚
者、産死者・水子などを無縁仏に含めることもあった。地域によっては三十三回忌
等の弔い上げの済んだ先祖も無縁仏と呼ぶことがある。なお呼称も無縁のみなら
ず、餓鬼や外精霊、無縁法界、客仏など多様である（浅野 1992）。

2） 島田裕巳は『「墓じまい」で心の荷を下ろす』で「日本社会で増え続ける無縁墓と
改葬」と題した節を設け、「無縁墓になって撤去された数は、2009 年度で 2675 件
でした。それが 2018 年度では 4033 件と増えています。およそ 1.6 倍になったこ
とになります」と記している（島田 2021, 52）。しかし図 1 から明らかなように、
これはミスリーディングである。

3） この質問は「○○％」と実数を記入してもらう形式だったが、回答が 20％以下に
集中したため、図 2 では、変則的ながら「0％」、「1 ～ 10％」で区切り、11％以降
を 20％刻みで区切ってそれぞれの割合を示した。

4） 同調査会については辻井敦大が詳しく論じている（辻井 2019）。
5） NHK の無縁社会キャンペーンはまず『ニュースウオッチ 9』「無縁社会ニッポン」

シリーズ（2010.1.6 ～ 2.11）、および『NHK スペシャル』「無縁社会～〝無縁死〟
3 万 2 千人の衝撃～」（1.31）に始まり、大きな反響を呼んだ。NHK は以降も『無
縁社会　私たちはどう向き合うか』（4.3）という 2 時間の特別番組や、『NHK ス
ペシャル』で「消えた高齢者　〝無縁社会〟の闇」（9.5）、「無縁社会　新たな〝つ
ながり〟を求めて」（2011.2.11）を放送、他にも『クローズアップ現代』などでも
取り上げ、広く視聴者からの投稿も募った。書籍でも NHK が番組の内容をまとめ
た NHK スペシャル取材班編『無縁社会：〝無縁死〟三万二千人の衝撃』（文藝春秋、
2010 年 11 月）を刊行した他、橘木俊詔『無縁社会の正体：血縁・地縁・社縁は
いかに崩壊したか』（PHP 研究所、2010 年 12 月）など関連書籍も相次いだ。雑
誌でも『週刊ダイヤモンド』が「無縁社会：おひとりさまの行く末」（2010.4.3）、

『SAPIO』が「日本「無縁社会」の恐怖」（2010.10.13）、『週刊金曜日』が「孤独
死・自殺・無縁社会　〝死〟と向き合わない日本」（2010.12.17）との特集を組ん
だ。

6） 『現代用語の基礎知識 2011 年版』によれば、終活の初出は 2009 年『週刊朝日』の
連載「現代終活事情」であった（佐藤ほか編 2010）。

7） 「プレジデントオンライン」https://president.jp/articles/-/38439?page=1（2021 年



20

11 月 28 日最終閲覧）
8） 「墓じまい」という語の全国紙での初出は、管見では朝日新聞の 2010 年 8 月 8 日

の記事で「墓じまい、私の務め」と題し、80 歳の男性が父母らの遺骨を海にまい
て墓じまいをしたとの記述である。ただしこの時点では現在のように一般に知られ
た語ではなかった。『現代用語の基礎知識』での初出は 2015 年版（2014 年 11 月
刊）で、小項目「改葬」の説明のなかに含まれているのみだが、2016 年版（2015
年 11 月刊）では小項目として「墓じまい」が設けられている（佐藤ほか編 2014、
佐藤ほか編 2015）。

9） 佐々木陽子（2016）、諸岡了介（2017）も同様の指摘をしている。
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